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支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会（意見書） 

2026年7月23日 

株式会社マネーフォワード 

瀧 俊雄 

＞第８ 制度を支える観点 ＞２ 金融技術を活用した消費者保護の在り方 についての意見 

金融技術を活用した消費者保護では、現時点で行えることとして、Ⅰ 決済データを活用

した消費者の自衛、があり、今後行うべきこととして Ⅱ 被害の防止・回復手段の現代

化、Ⅲ AI活用を前提とした制度的反映、があると考えられる。 

Ⅰ 決済データを活用した消費者の自衛 

様々な支払手段が普及し、消費者が認識していないタイミングでも決済が行われるケース

が増加する中、消費者トラブルや過剰与信の防止に向けては、各支払手段における決済デー

タを活用した見える化によるトラブルの未然防止や、危険兆候の検知が重要である。

①決済前のデータ活用

● 意図せぬ／不適切な消費活動を行っていないかを、過去の決済履歴を通じて判断

● 自らが過剰与信状態にないかを、複数の決済手段の使用状況を合計して判定

②決済時の情報活用・利用制限

● クレジットカード等のオンライン決済では、取引リスクが検知された際に複数要素

認証が行われる。同タイミングでは、利用者の取引意思を明確に確認できる機会で

もある

● 国際ブランド等によるカードコントロール機能を活用した支払手段では、カード保

持者の利用を制限（特定の店舗や環境のみで利用可能とするなど）でき、様々なト

ラブルを未然抑止できる

● 海外では一部展開されているような、支払先ごとにバーチャルカードを発行する方

式も、消費者にとっては安心につながる方法である

③決済後の消費者保護

● 決済の明細データを経費管理や家計簿サービス等の第三者ツール等に自動連携する

ことで、不正利用に気づきやすくなる（図表１）

● サブスクリプションのようなサービス提供と決済のタイミングが同一ではない取引

についても、継続的取引を検知しアラートを出すことができる

● 予算等を設定することで、①決済前のアラートや、②決済時のカードコントロール

を実施できる

● 個別の決済の明細だけでなく、複数の決済データを統合することで、過剰与信、使

いすぎや消費者トラブルの傾向をデータとして検知することも可能となる

（資料3）
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○ 特に、後払い決済がECサイトごとに提供されるような状況では「マイクロ多

重債務」と呼ばれる状況が懸念されるため、支払が複雑化しやすい 

 

上記における課題 

● 個別の決済事業者においても過剰与信等を防止するための努力は行われているが、

消費者が複数・多様な支払手段を用いる中では、決済事業者にまたがって情報を取

得する方法が不可欠となる 

● このようなデータ連携は従来より、消費者から認証情報（IDやパスワード等）を預

かって代理で情報を取得するスクレイピング方式と、より安全なAPI方式（金融機

関・消費者双方の認可に基づく合鍵）が存在しており、後者に移行することがセキ

ュリティ上も望ましい 

● 現状、接続方式を問わず、情報取得に向けた制度整備は銀行口座（銀行法によりAPI

整備が努力義務化）とクレジットカード（政府目標を掲げたAPI整備が推進中）が中

心となっている 

● API構築に当たっては、その構築・運用費用が常に課題となるが、海外の多くの国々

では消費者保護、自己情報にアクセスする権利、競争環境維持といった趣旨による

接続の無償化が法的に要請されている 

 

Ⅱ 被害防止・回復手段の現代化 

 

①被害防止の現代化 

● 被害の防止に当たっては、前述の決済データを活用した監視や、カードコントロー

ル機能を付した決済手段を普及させることが、技術活用上は重要 

● 認知力の低下した消費者であっても一定金額を自らの意思で利用できることが望ま

しい中、利用制約のあるカードの利用はその目的を果たすことができる 

○ 死亡時のサブスクリプションの解約などが近年問題化する中で、高齢化時・

認知力低下時に複数の関係者で支払手段の利用を見守ることが現実的な解と

なる 

 

②回復手段の現代化 

● 支払履歴に関する情報を一括管理する状況が実現すると、消費者が不正に遭った場

合に被害回復を一元化されたサービスから実施することも考えられる 

○ 米国では異議申し立てやサブスクリプションの解約を代行するサービスが存

在（図表２） 

○ 現状日本においては、同様のサービスを営んだ場合には弁護士法へ抵触する

可能性も指摘される 

● 消費者から受け付けられた苦情受付などを統合的なデータベースにすることで、よ

り正確なトラブル検知も可能となる 
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Ⅲ （今後に向けた課題）AI活用を前提とした制度的反映 

 

今後の社会では消費者がインターネットブラウザではなく、対話型AIから直接購買を行う

ことが現実的となってくる。その過程で、AIが自動的に決済実行を行うためのセキュリティ

や契約行為（完全自動決済も含めたAIへの委任の範囲、AIが消費者の正規の代理人であるこ

との証明機構、契約成立の判断、取り消し可能性、契約トラブル時の責任の所在など）の整

理が海外では進められている（Agentic Commerce、Agentic Paymentなどと呼ばれる）。同

技術にはリスクと便益の両方の側面がある。 

リスクとしては本人の最善の利益を尊重しない取引が行われてしまうことがありえる。特

に、与信を伴った購買が行われる場合などへの対応は不可欠となる中で、前述のカードコン

トロール機能の普及や、決済事業者自らがAIにおけるガードレールをどう設計するかが重要

となる。これらの制御手段は、意図せぬ契約取引自体を防止するツールともなりうる。 

一方で便益としては、本人の予算や生活様式、資金管理等の情報を踏まえたうえで、消費

面における安心できる受託者として、AI・決済事業者間のサービス競争が起きることも期待

される。そのような消費者・利用者本位の競争が展開されるよう、リスクと便益のバランス

に鑑みた制度整備が求められていくと考えられる。 
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（図表１） 

 
（出典）消費者委員会「第２回 消費者をエンパワーするデジタル技術に関する専門調査会」 

当方提出資料 

 

（図表２） 

 
（出典）Billguard社ウェブサイトより画像引用（https://billguardapp.com/） 


